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研修先の決定過程、③マッチングのプロセス、④研修
生の正規採用基準、⑤受け入れ事業体の状況、⑥研修
生のライフヒストリーである。これらの調査項目につ
いて、林業関係各機関、森林組合単組、民間林業事業
体、NPO法人において聞き取り調査および資料収集を
行い、研修生および研修後の正規就労者との面談を実
施した。
緑の雇用研修の概況
　県森林組合連合会（以下、県森連）によれば、長野
県においては事業のとりまとめが県森連へと移行した。
そして、県森連は定着率の向上のため、事業体等によ
る研修受け入れについて、これまで以上に十分な受け
入れ条件が整っていることを事業体等に求めた。具体
的には、事業体については、「オペレーター、有資格者
など、しっかりと現場指導ができる指導員が確保され
ていること」、「高性能林業機械を使用できること」な
どであり、研修生については、とくに高齢者について
は、辞退するよう求めた。結果として、今年度研修生
受入事業体数、研修生数ともに、これまでの実績を大
きく下回ることとなり、受け入れ事業対数20、研修生
数は45名（調査時点では42名）であった。
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本年度調査の概要
　本年度の長野県における現地調査は、2006年1月30
日～2月6日にかけて実施した。今回の調査では、研
修生の定着に関する問題を中心に、研修先選択のマッ
チングと研修生の属性把握に重点を置いた。主な調査
項目は、①研修生および研修後の正規就労の状況、②
研修生・採用者の概況
　長野県で「緑の雇用」研修を受けたものは、3年間
で221名となった。しかし、単年度での研修生の人数は
年々減少傾向にある。他方研修時の平均年齢は平成15
年度38．2歳、平成16年度37．7歳から、平成17年度は
33．0歳となり、若齢化が顕著である。女性研修生は昨年
度と同様3名であった。女性採用事業体は昨年度と同
一の事業体とNPOであり、一般に女性を研修生として
採用することには消極的である。また、これまでに
「緑の雇用」研修を経て研修事業体で正規就労したもの
は123名であり、研修生の約7割である。他方、研修途
中で離脱したものは34名である。ほかに、研修後に臨
時雇用などとして研修事業体にとどまったり、他の林
業事業体等で就業したり、あるいは転職するなどして
いる。一方、これまでの3年間に研修生の受け入れを
行ってきたのは37事業体・森林組合等であり、うち3
年間継続して研修生を受け入れてきたのは10事業体で
あった。本年度は20の事業体・森林組合等が研修生の
受け入れを行い、昨年度（26）、一昨年度（24）に比べ
て減少している。内訳は、森林組合7、認定林業事業
体11、土建業など非認定事業体1、NPO　1の20事業体
であった。平成15年度が同じく8、12、3、0平成16
年度が9、11、3、1であったのに比べると、土建業
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者の受け入れ減少が目立つ。
研修生の選考基準
　研修生の選考方法や基準は、事業体によって大きく
異なっている。今回訪問した事業体等における選考の
基準についての聞き取り結果は次のとおりであった。
①大型機械の利用に適性を持った人材（A森林組合）
②長期間定着し、地元との接点を持つ能力と山に対す
る考え（B森林組合）③会社の中で役割を見出し果た
していく意欲（新規民間林業事業体）④年齢と体力。
技術は必要ない（土建業）⑤明るい人、森について学
ぼうとする人（NPO）。それぞれ受け入れ事業体等の事
業内容に大きく関連していると考えられる。
研修生のライフヒストリー
　次に、研修生のライフヒストリーを聞き取り、類型
化した。その延長上に林業就労があると考えた。聞き
取り調査の対象は17であり、研修中のものが8例、す
でに正規就労しているものが9例である。類型1は、
大都市周辺部を出身地とするもので7例である。いず
れも都心部ではなく大都市の郊外または近隣の都市を
出身地とし、幼少時の原風景の語りに強い共通性がみ
られる。都市部の非農林系の大学に進学し、卒業後は
再就学や海外探訪を就労やアルバイトを問に組み込み
ながら繰り返しながら、「有機農業」「ログハウス」「ペ
ンション」「林業ベンチャー」に関心を寄せ「緑の研修」
に至る。類型Sは、地元を出身地とするグループであ
り、基本的に高校卒業後に地元企業に正規就労する。
また、大学に進学したり、山林塾などで林業を学んだ
上で「緑の雇用」研修に至るS－2グループが区別される。
SおよびS－1は地元の精密機械などのメーカー、コンピ
ューター関連会社で就労するが、不安定な経済状況下
で会社の倒産やリストラなどの影響によって、「緑の雇
用」に到達した。他方、S－2は、林業への就労をあらか
じめ準備していた類型である。「緑の雇用」事業の開始
以前から、林業への就労が意図されていたのである。
小括
　3年目に入り、詳細なライフヒストリーの調査を行
う機会が得られるようになった。さらにサンプルを増
やし、事業体等との事業内容との相互関連について精
査を進めることが必要であるが、今後、経済情勢の好
転の「緑の雇用」の動向への影響を見極めつつ、事業
全体の評価についても考えていきたい。
